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１ 



議案第10号 

 

   令和８年度洲本市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和８年度洲本市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 排 水 戸 数 

公共下水道事業 4,600戸 

特環下水道事業 480戸 

 （２） 年 間 総 処 理 水 量 

公共下水道事業 1,498,000㎥ 

特環下水道事業 113,000㎥ 

 （３） １日平均処理水量 

公共下水道事業 4,104㎥ 

特環下水道事業 310㎥ 

 

 （４） 主要な建設改良費 

公共下水道事業 1,148,312千円 

特環下水道事業 162,000千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

公共下水道事業収入 

第 １ 款 公共下水道事業収益 1,062,117千円 

 第 ５ 項  営業収益 524,345千円 

 第 10 項  営業外収益 537,772千円 

公共下水道事業支出 

第 ２ 款 公共下水道事業費用 1,100,070千円 

 第 ５ 項  営業費用 1,000,982千円 

 第 10 項  営業外費用 96,038千円 

 第 15 項  特別損失 50千円 

 第 99 項  予備費 3,000千円 

特環下水道事業収入 

第 11 款 特環下水道事業収益 68,859千円 

 第 ５ 項  営業収益 27,673千円 

 第 10 項  営業外収益 41,186千円 



特環下水道事業支出 

第 12 款 特環下水道事業費用 88,710千円 

 第 ５ 項  営業費用 84,527千円 

 第 10 項  営業外費用 4,173千円 

 第 15 項  特別損失 10千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額391,343千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

52,268千円、過年度分損益勘定留保資金117,794千円及び当年度分損益勘定留保資金

221,281千円で補てんするものとする。）。 

公共下水道事業収入 

第 ３ 款 公共下水道事業資本的収入 2,160,604千円 

 第 ５ 項  企業債 1,489,863千円 

 第 10 項  他会計出資金 99,030千円 

 第 25 項  国庫補助金 562,500千円 

 第 30 項  負担金 9,211千円 

公共下水道事業支出 

第 ４ 款 公共下水道事業資本的支出 2,527,466千円 

 第 ５ 項  建設改良費 1,148,312千円 

 第 10 項  企業債償還金 1,379,154千円 

特環下水道事業収入 

第 13 款 特環下水道事業資本的収入 205,723千円 

 第 ５ 項  企業債 116,990千円 

 第 10 項  他会計出資金 238千円 

 第 25 項  国庫補助金 88,000千円 

 第 30 項  負担金 495千円 

特環下水道事業支出 

第 14 款 特環下水道事業資本的支出 230,204千円 

第 ５ 項  建設改良費 162,000千円 

 第 10 項  企業債償還金 68,204千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

洲本市特定環境保全公共下水道五色

浄化センターの建設工事(消毒・汚泥

処理・運転操作・監視制御)委託 

令和９年度から 

令和10年度まで 
700,000千円 

  



（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 911,900千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 3.5％以内

とする。ただ

し、利率見直

し方式で借り

入れる地方債

について、利

率の見直しが

行われた場合

には、当該見

直し後の利率

とする。 

 政府資金等につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合には、その債

権者と協定するもの

とする。ただし、財

政の都合等により、

据置期間及び償還期

限を短縮し、若しく

は左記利率の範囲内

で借換又は繰上償還

することができる。 

特環下水道事業 94,400千円 

借換債 600,553千円 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、800,000千円とする。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 （１） 営業費用 

 （２） 営業外費用 

 （３） 特別損失 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１） 職員給与費   66,660千円 

（他会計からの補助金） 

第10条 汚水事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、277,096千

円である。 

 

  令和８年１月30日提出 

洲本市長 上 崎 勝 規    



（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

1公共下水道事業収益 1,062,117

5営業収益 524,345

5使用料 244,300 公共下水道使用料

10雨水処理負担金 278,849 雨水処理に対する一般会計負担金

15国庫補助金 1,050 社会資本整備総合交付金

99その他営業収益 146 指定工事店登録手数料等

10営業外収益 537,772

10他会計補助金 251,647 汚水処理等に対する一般会計補助金等

11国庫補助金 5,000 社会資本整備総合交付金

15長期前受金戻入 280,965 長期前受金の当年度減価償却見合い額

99雑収益 160 用地使用料

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

2公共下水道事業費用 1,100,070

5営業費用 1,000,982

5管渠費 20,603 管渠施設維持管理費

10ポンプ場費 55,321 ポンプ場施設維持管理費

15処理場費 162,023 処理場施設維持管理費

20業務費 10,053
下水道使用料及び受益者負担金の
徴収等に要する経費

25総係費 48,690 下水道事業活動全般に要する経費

35減価償却費 704,292 下水道事業用資産の年間法定償却費

10営業外費用 96,038

5支払利息及び
企業債取扱諸費

96,038 企業債支払利息等

15特別損失 50

20過年度損益修正損 50 過年度下水道使用料の減額調定

99予備費 3,000

99予備費 3,000 予備的経費

令和８年度洲本市下水道事業会計当初予算実施計画書

公共下水道事業収益的収入及び支出



（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

3公共下水道事業資本的収入 2,160,604

5企業債 1,489,863

5企業債 1,489,863 公共下水道事業債

10他会計出資金 99,030

5他会計出資金 99,030 一般会計出資金

25国庫補助金 562,500

5国庫補助金 562,500 社会資本整備総合交付金

30負担金 9,211

5負担金 9,211 公共下水道事業受益者負担金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

4公共下水道事業資本的支出 2,527,466

5建設改良費 1,148,312

5管渠建設改良費 443,000 管渠施設建設改良費

10ポンプ場建設改良費 31,000 ポンプ場施設建設改良費

15処理場建設改良費 651,800 処理場施設建設改良費

20建設改良事務費 22,512 建設改良事業に要する事務費

10企業債償還金 1,379,154

5企業債償還金 1,379,154 企業債の元金償還金

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

11特環下水道事業収益 68,859

5営業収益 27,673

5使用料 20,000 特環下水道使用料

10雨水処理負担金 7,673 雨水処理に対する一般会計負担金

10営業外収益 41,186

10他会計補助金 27,195 汚水処理等に対する一般会計補助金

15長期前受金戻入 13,991 長期前受金の当年度減価償却費見合い額

公共下水道事業資本的収入及び支出

特環下水道事業収益的収入及び支出



（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

12特環下水道事業費用 88,710

5営業費用 84,527

5管渠費 1,508 管渠施設維持管理費

10ポンプ場費 2,904 ポンプ場施設維持管理費

15処理場費 39,972 処理場施設維持管理費

20業務費 1,026
下水道使用料及び受益者分担金の
徴収に要する経費

25総係費 2 貸倒引当金繰入額

35減価償却費 39,115 下水道事業用資産の年間法定償却費

10営業外費用 4,173

5支払利息及び
企業債取扱諸費

4,173 企業債支払利息

15特別損失 10

20過年度損益修正損 10 過年度下水道使用料の減額調定

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

13特環下水道事業資本的収入 205,723

5企業債 116,990

5企業債 116,990 特環下水道事業債

10他会計出資金 238

5他会計出資金 238 一般会計出資金

25国庫補助金 88,000

5国庫補助金 88,000 社会資本整備総合交付金

30負担金 495

5負担金 495 特環下水道事業受益者分担金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

14特環下水道事業資本的支出 230,204

5建設改良費 162,000

5管渠建設改良費 2,000 管渠施設建設改良費

15処理場建設改良費 160,000 処理場施設建設改良費

10企業債償還金 68,204

5企業債償還金 68,204 企業債の元金償還金

特環下水道事業資本的収入及び支出



（収入） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

1公共下水道事業収益 1,062,117

5営業収益 524,345

5使用料 244,300

5下水道使用料 244,300 公共下水道使用料

10雨水処理負担金 278,849

5雨水処理負担金 278,849 雨水処理に対する一般会計負担金

15国庫補助金 1,050

5国庫補助金 1,050 社会資本整備総合交付金

99その他営業収益 146

5手数料 146 指定工事店登録手数料等

10営業外収益 537,772

10他会計補助金 251,647

5他会計補助金 251,647 汚水処理等に対する一般会計補助金

11国庫補助金 5,000

5国庫補助金 5,000 社会資本整備総合交付金

15長期前受金戻入 280,965

5受益者負担金 9,895
受益者負担金の当年度減価償却費
見合い額

15受贈財産評価額 3,595
受贈財産評価額の当年度減価償却費
見合い額

20国庫補助金 240,500
国庫補助金の当年度減価償却費
見合い額

30他会計補助金 26,859
他会計補助金の当年度減価償却費
見合い額

99その他長期前受金 116
その他長期前受金の当年度減価償却費
見合い額

99雑収益 160

5下水道用地使用料 160 用地使用料

（支出） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

2公共下水道事業費用 1,100,070

5営業費用 1,000,982

5管渠費 20,603

15委託料 15,500 清掃委託料及び台帳作成委託料

16手数料 100 管清掃手数料

令和８年度洲本市下水道事業会計当初予算説明書

公共下水道事業収益的収入及び支出



17賃借料 55 雨水路賃貸借料

18修繕費 4,900 管渠修繕費

29保険料 48 下水道賠償責任保険料

10ポンプ場費 55,321

1給料 6,434 職員２人分

2手当 3,504 職員２人分

3賞与引当金繰入額 1,003
賞与引当金として計上するための
繰入額

5法定福利費 2,569 共済組合負担金等

6法定福利費引当金繰入額 194
法定福利費引当金として計上する
ための繰入額

14通信運搬費 72 遠方監視通信料

15委託料 36,987 ポンプ場維持管理委託料等

18修繕費 4,000 ポンプ場設備修繕費

24材料費 400 修繕用部品等購入費

29保険料 158 下水道賠償責任保険料等

15処理場費 162,023

1給料 6,164 職員１人分

2手当 3,074 職員１人分

3賞与引当金繰入額 722
賞与引当金として計上するための
繰入額

5法定福利費 2,402 共済組合負担金等

6法定福利費引当金繰入額 146
法定福利費引当金として計上する
ための繰入額

10備消品費 600 消耗品費

13印刷製本費 10 印刷費

15委託料 140,666 処理場維持管理委託料等

18修繕費 7,000 処理場設備修繕費

24材料費 1,000 修繕用部品等購入費

29保険料 239 下水道賠償責任保険料等

20業務費 10,053

8報償費 369 受益者負担金一括納付報償金

15委託料 9,684 使用料収納業務委託料

25総係費 48,690

1給料 9,075 職員２人分

2手当 5,415 職員２人分

3賞与引当金繰入額 1,432
賞与引当金として計上するための
繰入額

5法定福利費 4,203 共済組合負担金等

6法定福利費引当金繰入額 285
法定福利費引当金として計上する
ための繰入額

7旅費 170 普通旅費



10備消品費 30 消耗品費

13印刷製本費 50 印刷製本費

15委託料 23,000 計画策定等委託料

17賃借料 2,216 会計システム使用料

18修繕費 100 公用車修繕費

26負担金 99 日本下水道協会会費等

27助成金 2,200 公共下水道接続促進助成金等

29保険料 42 自動車損害共済掛金

30公課費 10 自動車重量税等

32報酬 300 審議会委員報酬

90貸倒引当金繰入額 63
貸倒引当金として計上するための
繰入額

35減価償却費 704,292

1有形固定資産減価償却費 703,906
下水道事業用有形資産の
年間法定償却費

2無形固定資産減価償却費 386
下水道事業用無形資産の
年間法定償却費

10営業外費用 96,038

96,038

1企業債利息 95,988 企業債支払利息

3一時借入金利息 50 一時借入金利息

15特別損失 50

20過年度損益修正損 50

1過年度損益修正損 50 過年度下水道使用料の減額調定

99予備費 3,000

99予備費 3,000

1予備費 3,000 予備的経費

（収入） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

3公共下水道事業資本的収入 2,160,604

5企業債 1,489,863

5企業債 1,489,863

5公共下水道事業債 1,489,863 公共下水道事業債

10他会計出資金 99,030

5他会計出資金 99,030

5他会計出資金 99,030 一般会計出資金

25国庫補助金 562,500

5国庫補助金 562,500

5国庫補助金 562,500 社会資本整備総合交付金

5支払利息及び企業債取扱諸費

公共下水道事業資本的収入及び支出



30負担金 9,211

5負担金 9,211

5受益者負担金 9,211 公共下水道事業受益者負担金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

4公共下水道事業資本的支出 2,527,466

5建設改良費 1,148,312

5管渠建設改良費 443,000

15委託料 21,000 現場技術業務等委託料

25工事請負費 380,000 汚水及び雨水管渠整備工事費

31補償費 42,000 水道等移転補償費

10ポンプ場建設改良費 31,000

15委託料 31,000 設計等委託料

15処理場建設改良費 651,800

15委託料 651,800 処理場施設長寿命化工事等委託料

20建設改良事務費 22,512

1給料 9,259 職員２人分

2手当 7,081 職員２人分

5法定福利費 4,478 共済組合負担金等

7旅費 70 普通旅費

10備消品費 150 消耗品費

11燃料費 80 公用車燃料費

13印刷製本費 254 コピー料等

17賃借料 1,140 積算システム等使用料

10企業債償還金 1,379,154

5企業債償還金 1,379,154

1企業債元金償還金 1,379,154 企業債の元金償還金

（収入） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

11特環下水道事業収益 68,859

5営業収益 27,673

5使用料 20,000

5下水道使用料 20,000 特環下水道使用料

10雨水処理負担金 7,673

5雨水処理負担金 7,673 雨水処理に対する一般会計負担金

10営業外収益 41,186

10他会計補助金 27,195

特環下水道事業収益的収入及び支出



5他会計補助金 27,195 汚水処理等に対する一般会計補助金

15長期前受金戻入 13,991

5受益者分担金 1,086
受益者分担金の当年度減価償却費
見合い額

20国庫補助金 8,918
国庫補助金の当年度減価償却費
見合い額

30他会計補助金 3,987
他会計補助金の当年度減価償却費
見合い額

（支出） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

12特環下水道事業費用 88,710

5営業費用 84,527

5管渠費 1,508

15委託料 500 調査業務委託料

18修繕費 1,000 管渠修繕費

29保険料 8 下水道賠償責任保険料

10ポンプ場費 2,904

15委託料 1,740 ポンプ場維持管理委託料等

18修繕費 1,000 ポンプ場設備修繕費

24材料費 150 修繕用部品等購入費

29保険料 14 下水道賠償責任保険料等

15処理場費 39,972

10備消品費 300 消耗品費

13印刷製本費 2 印刷費

15委託料 34,013 処理場維持管理委託料等

17賃借料 12 用地使用料

18修繕費 5,000 処理場設備修繕費

24材料費 600 修繕用部品等購入費

29保険料 45 下水道賠償責任保険料等

20業務費 1,026

8報償費 20 受益者分担金一括納付報償金

15委託料 1,006 使用料収納業務委託料

25総係費 2

90貸倒引当金繰入額 2 貸倒引当金繰入額

35減価償却費 39,115

1有形固定資産減価償却費 38,819
下水道事業用有形資産の
年間法定償却費

2無形固定資産減価償却費 296
下水道事業用無形資産の
年間法定償却費



10営業外費用 4,173

4,173

1企業債利息 4,173 企業債支払利息

15特別損失 10

20過年度損益修正損 10

1過年度損益修正損 10 過年度下水道使用料の減額調定

（収入） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

13特環下水道事業資本的収入 205,723

5企業債 116,990

5企業債 116,990

5特環下水道事業債 116,990 特環下水道事業債

10他会計出資金 238

5他会計出資金 238

5他会計出資金 238 一般会計出資金

25国庫補助金 88,000

5国庫補助金 88,000

5国庫補助金 88,000 社会資本整備総合交付金

30負担金 495

5負担金 495

5受益者負担金 495 特環下水道事業受益者分担金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

14特環下水道事業資本的支出 230,204

5建設改良費 162,000

5管渠建設改良費 2,000

25工事請負費 2,000 排水設備付帯工事

15処理場建設改良費 160,000

15委託料 160,000 処理場施設長寿命化工事等委託料

10企業債償還金 68,204

5企業債償還金 68,204

1企業債元金償還金 68,204 企業債の元金償還金

特環下水道事業資本的収入及び支出

5支払利息及び企業債取扱諸費



１　総括

２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

令和７年１月１日現在

（千円）

715

189

2,828

531

3,483

区　　　　　　　　分

令和８年１月１日現在

職　　　種

（一般行政職）

334,557

385,825

50

377,083

手 当

平 均 給 与 月 額

200,300

232,000 232,000

国の制度

一般行政職

（円）

421,817

48

・配置換え（１名増）
・地域手当や通勤手当等の支給増

大 学 卒

高 校 卒

（円）

一 般 行 政 職

200,300

平 均 年 齢

平均昇給率0.61%

・配置換え（１名増）

・給与改定に伴う増等 期末勤勉手当増

（円）

（歳）平 均 年 齢

（歳）

（円）

区　分

平 均 給 料 月 額

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 減 分 ・昇給に伴う増給 料

備 考説 明

・給与改定に伴う増

給　与　費　明　細　書

（千円） （千円）

1,368 720 672 893 13,735

住居
手当

管理職
手当

扶養
手当

（千円） （千円） （千円）

（千円）（千円）

給料

地域
手当

（千円）

1,323

合計
給与費

4,014

52,383 14,277

報酬

（千円）

1,255

法定
福利費

（千円） （千円）

計手当

1,185

手当計

（千円）

21,151

17,137

通勤
手当

（千円）

2,440

66,660

0 6 17,137 44,337 13,183

300

0

740

30,932

27,200 57,520

8 1 4,014 8,046 1,094 9,140

1,498

本 年 度

時間外
勤務手当

300比 較

前 年 度

前 年 度

手当の内訳

区　分

1,200 720

期末勤勉
手当

12,237 583

職員数

特別職 一般職

（人）（人）

本 年 度 8 7 21,151

区　分

（千円）

3,732

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額 （円）

（円）

3,732

4,014

区 分
（千円）

比 較 168 0 336 17

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分

336 876

増減額 増減事由別内訳



（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

（４）昇給

(A)

(B)

(B)/(A)

(A)

(B)

(B)/(A)

（人）

（人）

（人）

（％）

0.0

６級

５級

４級

区　　　分

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

３号給 （人）

（人）

（人）

0

0

4

66.7

部長、課
長又はこ
れに相当
する職務

課長補佐
又はこれ
に相当す
る職務

係長又は
これに相
当する職
務

主査又は
これに相
当する職
務

主任又は
これに相
当する職
務

相当の知
識又は経
験を必要
とする業
務を行う
職務

一般行政職

前
　
　
年
　
　
度

本
　
　
年
　
　
度

職員数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

４号給

３号給

２号給

１号給

区　　　　　分 一 般 行 政 職

7

4

4

57.1

6

比　　　率

４級 0 0.0

１級

計

３級

２級

0

７級６級５級４級３級２級

２級 0 0.0

6 100.0

１号給 （人）

２号給 （人）

昇給に係る職員数 （人）

職員数

５級

1

0

0

（人）

（人）

16.7

定型的な
業務を行
う職務

0

３級 1 16.7

１級 0 0.0

3 50.0

14.3

1 14.3

3 42.9

1

1 14.3

0 0.0

14.3

職員数 構成比
級

一般行政職

７級

区　分 １級

（人） （％）

計

4

0

４号給 （人）

比　　　率

７級 1 16.7

６級

（％）

号給数別内訳

7 100.0

1



（５）期末勤勉手当

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）地域手当

（８）その他の手当

国の指定基準に
基づく支給率（％）

4

区　　　分

前 年 度 2 6 2

区 分 支給率（％）

4本 年 度

支給対象職員数（人）

7

定年前早期退職特別
措置(2%～45%)加算

47.709

12月

通　勤　手　当

住　居　手　当

区　　　分

扶　養　手　当 同

同

異

-

-

各区分の支給額が500円～2,000円高

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

支給率等
定年前早期退職特別
措置(2%～45%)加算

国の制度
（支給率等）

20年勤続
の者

25年勤続
の者

24.586875 33.27075

その他の
加算措置等

R8.1.1現在24.586875 33.27075 47.709 47.709

備　考

35年勤続
の者

（月分） （月分） （月分） （月分）

最高限度

R8.1.1現在47.709

前　　年　　度

2.325

2.300 2.350

本　　年　　度 2.325

国　の　制　度 2.325 2.325 有

備　考

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置（月分）

4.650

支給率計
支給期別支給率

4.650 有

4.650 有

６月区　　　分

（月数） （月数）



期間 金額 期間

0 0 151,298

千円千円 千円

404,662

洲本市公共下水
道洲本環境セン
ター他維持管理
業務委託

926,000
令和６年度から
令和７年度まで

370,040
令和８年度から
令和10年度まで

555,960

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

使用料
収入等

左の財源内訳

千円千円 千円 千円

金額
国庫

補助金
企業債

一般会計
繰入金

事項 限度額

前年度末までの
支払義務発生見込額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

355,300 290,700 0 0

洲本市公共下水
道洲本環境セン
ターの建設工事
（汚泥脱水・脱
臭）委託

646,000 - -
令和８年度から
令和９年度まで

646,000

洲本市特定環境
保全公共下水道
五色浄化セン
ターの建設工事
（消毒・汚泥処
理・運転操作・
監視制御）委託

700,000 - -
令和９年度から
令和10年度まで

700,000 385,000 315,000 0 0



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 56,243

　　　減価償却費 743,407

　　　賞与引当金等の増減額（△は減少） 97

　　　長期前受金戻入額 △ 294,956

　　　支払利息 100,211

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 32,901

　　　未払金の増減額（△は減少） 130,000

　　　その他流動負債の増減額（△は減少） △ 95

　　　　　小計 589,520

　　　利息の支払額 △ 100,211

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 489,309

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,296,152

　　　国庫補助金等による収入 621,159

　　　分担金による収入 9,706

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 665,287

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,691,253

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,447,358

　　　他会計からの出資による収入 99,268

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 343,163

　資金増加(減少)額 167,185

　資金期首残高 207,459

　資金期末残高 374,644

令和８年度洲本市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）



1 千円 千円 千円

(1) 188,728

(2) 269,050

(3) 1,050

(4) 281 459,109

2

(1) 11,014

(2) 60,806

(3) 185,836

(4) 11,193

(5) 24,654

(6) 750,539 1,044,042

△ 584,933

3

(1) 376,868

(2) 294,257

(3) 160 671,285

4

(1) 94,736

(2) 4,754 99,490 571,795

△ 13,138

5

(1) 56 56 △ 56

△ 13,194

△ 59,746

△ 72,940

業 務 費

令和７年度洲本市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益

使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

前 年 度 繰 越
利 益 剰 余 金

当年度未処分
利 益 剰 余 金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当年度純利益



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（空 白） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 千円 千円 千円 千円

(1)

イ 土地 1,657,157

ロ 建物 1,747,834

減価償却累計額 425,179 1,322,655

ハ 構築物 17,954,545

減価償却累計額 3,684,040 14,270,505

ニ 機械及び装置 4,416,325

減価償却累計額 1,541,500 2,874,825

ホ 車両運搬具 791

減価償却累計額 478 313

へ 工具、器具及び備品 2,935

減価償却累計額 1,640 1,295

ト 建設仮勘定 850,433

有形固定資産合計 20,977,183

(2)

イ ソフトウェア 679

無形固定資産合計 679

(3)

イ 出資金 1,600

投資その他資産合計 1,600

固定資産合計 20,979,462

2

(1) 207,459

(2) 47,806

△ 65 47,741

流動資産合計 255,200

資産合計 21,234,662

無形固定資産

令和７年度洲本市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和８年３月31日）

資産の部

固定資産

有形固定資産

投資その他資産

流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金



3

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 9,680,812

企業債合計 9,680,812

固定負債合計 9,680,812

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,447,506

企業債合計 1,447,506

(2) 137,471
(3) 0
(4)

イ 賞与引当金 3,078

ロ 法定福利費引当金 607

引当金合計 3,685

(5) 160

流動負債合計 1,588,822

5

(1)

イ 受益者負担金 421,478

収益化累計額 83,742 337,736

ロ 受贈財産評価額 140,847

収益化累計額 28,398 112,449

ハ 国庫補助金 8,340,981

収益化累計額 1,829,034 6,511,947

ニ 他会計補助金 1,088,406

収益化累計額 259,725 828,681

ホ その他長期前受金 2,628

収益化累計額 295 2,333

繰延収益合計 7,793,146

負債合計 19,062,780

6

(1) 1,405,633

資本金合計 1,405,633

7

(1)

イ 受贈財産評価額 101,194

ロ 国庫補助金 636,173

ハ 他会計補助金 101,822

資本剰余金合計 839,189

(2)

イ 当年度未処分

利益剰余金 △ 72,940

利益剰余金合計 △ 72,940

剰余金合計 766,249

資本合計 2,171,882

負債資本合計 21,234,662

資本剰余金

利益剰余金

引当金

預り金

繰延収益

長期前受金

資本の部

資本金

企業債

流動負債

企業債

資本金

剰余金

前受金
未払金

負債の部

固定負債



1 千円 千円 千円 千円

(1)

イ 土地 1,657,157

ロ 建物 1,747,834

減価償却累計額 478,896 1,268,938

ハ 構築物 18,446,355

減価償却累計額 4,160,014 14,286,341

ニ 機械及び装置 4,416,325

減価償却累計額 1,754,258 2,662,067

ホ 車両運搬具 791

減価償却累計額 598 193

へ 工具、器具及び備品 2,935

減価償却累計額 1,799 1,136

ト 建設仮勘定 1,654,775

有形固定資産合計 21,530,607

(2)

イ 出資金 1,600

投資その他資産合計 1,600

固定資産合計 21,532,207

2

(1) 374,644

(2) 80,707

△ 30 80,677

流動資産合計 455,321

資産合計 21,987,528

令和８年度洲本市下水道事業予定貸借対照表（本年度分）

（令和９年３月31日）

資産の部

固定資産

有形固定資産

投資その他資産

流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金



3

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 10,364,585

企業債合計 10,364,585

固定負債合計 10,364,585

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,007,628

企業債合計 1,007,628

(2) 267,471

(3)

イ 賞与引当金 3,157

ロ 法定福利費引当金 625

引当金合計 3,782

(4) 100

流動負債合計 1,278,981

5

(1)

イ 受益者負担金 431,184

収益化累計額 94,723 336,461

ロ 受贈財産評価額 140,847

収益化累計額 31,993 108,854

ハ 国庫補助金 8,962,140

収益化累計額 2,078,452 6,883,688

ニ 他会計補助金 1,088,406

収益化累計額 290,571 797,835

ホ その他長期前受金 2,628

収益化累計額 411 2,217

繰延収益合計 8,129,055

負債合計 19,772,621

6

(1) 1,504,901

資本金合計 1,504,901

7

(1)

イ 受贈財産評価額 101,194

ロ 国庫補助金 636,173

ハ 他会計補助金 101,822

資本剰余金合計 839,189

(2)

イ 当年度未処分

利益剰余金 △ 129,183

利益剰余金合計 △ 129,183

剰余金合計 710,006

資本合計 2,214,907

負債資本合計 21,987,528

未払金

負債の部

固定負債

企業債

流動負債

企業債

資本金

剰余金

資本剰余金

利益剰余金

引当金

預り金

繰延収益

長期前受金

資本の部

資本金



注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１） 有形固定資産 

   ・減価償却の方法 

     定額法による。 

   ・主な耐用年数 

     建物        ８年～50 年 

     構築物       30 年～50 年 

     機械及び装置    ８年～20 年 

     車両運搬具     ４年～５年 

     工具器具及び備品  ４年～15 年 

  （２） 無形固定資産 

   ・減価償却の方法 

     定額法による。 

   ・主な耐用年数 

     ソフトウェア    ５年 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１） 退職給付引当金 

    本市は、兵庫県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合に普通負担金

を拠出しているが、追加的な費用負担である当該組合への特別負担金は、全額一般

会計において措置することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付

引当金を計上せず、普通負担金拠出時に費用処理を行っている。 

  （２） 賞与引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  （３） 法定福利費引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末

における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  （４） 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒見込額による回収不能見込額を計

上している。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 



Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

  該当事項なし 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以

内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 7,857,705

千円である。 

Ⅳ セグメント情報の開示 

 １ セグメントの概要 

 洲本市下水道事業は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営して

おり、各事業で、運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとし

ている。 

 ２ 報告セグメントごとの事業の内容 

セグメント区分 事業の内容 

公共下水道事業 
公共下水道事業の処理区域内における、し

尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

特定環境保全公共下水道事業 

特定環境保全公共下水道事業の処理区域内

における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨

水排除 

  

３ 報告セグメントごとの財務情報（令和８年４月１日～令和９年３月 31 日） 

事業区分 公共下水道事業 特環下水道事業 合計 

 営業収益 507,136 25,855 532,991 

 営業費用 978,425 80,415 1,058,840 

 営業損益 △471,289 △54,560 △525,849 

 経常損益 △38,377 △17,807 △56,184 

 セグメント資産 20,972,977 1,014,554 21,987,531 

 セグメント負債 18,818,846 953,775 19,772,621 

 その他項目    

 他会計補助金 251,647 27,195 278,842 

減価償却費 704,290 39,114 743,404 

特別損失 46 10 56 

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額 

457,333 96,094 553,427 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（空 白） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


